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自家消費型の太陽光発電設備及び蓄電池の導入を行う事業〉

339① ソーラーカーポートの新設による環境負荷軽減と防災対策強化
（積水化学工業株式会社）

本活用事例集に掲載されているエネルギーコスト削減額、投資回収年数、CO2削減量、CO2削減コストは、令和4年度エネルギー対策特別会計補助事業検証評価委託事業
において試算した値である
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目 次

自立分散型エネルギー事業10

PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・
レジリエンス強化促進事業

10.1

〈公共施設の設備制御による地域内再エネ活用モデル構築事業〉
347① 「創・蓄・省・賢（スマート）利用」による廃棄物エネルギーの地産地消向上と低炭素化の実現

（東京都武蔵野市）

〈再エネ主力化に向けた需要側の運転制御設備等導入促進事業
（オフサイトから運転制御可能な需要家側の設備、システム等導入支援事業）〉

351① 空調最適制御システムによる省電力化
（株式会社梓設計／関西電力株式会社）

〈平時の省CO2と災害時避難施設を両立する直流による建物間融通支援事業〉
355① 直流給電システムによる太陽光発電電力の効率的給電

（ニチコン亀岡株式会社）

本活用事例集に掲載されているエネルギーコスト削減額、投資回収年数、CO2削減量、CO2削減コストは、令和4年度エネルギー対策特別会計補助事業検証評価委託事業
において試算した値である
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目 次

自立分散型エネルギー事業10

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業

10.2

〈地域の自立・分散型エネルギーシステム構築支援事業
(スマートライティング設備等導入事業) 〉

359① 道路灯のスマートライティング化による、省電力化、作業効率改善
（栃木県那須塩原市）

〈地域の自立・分散型エネルギーシステム構築支援事業
（太陽光パネル一体型LED街路灯等設備等導入）〉

363① 街灯のソーラー式・LED化による、防犯性と災害時の体制の向上
（福島県浪江町）

〈地域の脱炭素交通モデル構築支援事業
（グリーンスローモビリティの導入実証・促進事業）〉

367① グリーンスローモビリティによるCO2削減、地域活性化
（岩手県陸前高田市／一般社団法人陸前高田スローモビリティ）

本活用事例集に掲載されているエネルギーコスト削減額、投資回収年数、CO2削減量、CO2削減コストは、令和4年度エネルギー対策特別会計補助事業検証評価委託事業
において試算した値である
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目 次

自立分散型エネルギー事業10

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への
自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

10.3

〈設備等導入推進事業〉
371① 太陽光発電と蓄電池による災害時の耐性向上と防災拠点の強化

（神奈川県）

375② 太陽光発電、蓄電池による市庁舎・保健福祉施設の災害時の体制強化
（佐賀県小城市）

379③ PPAモデル、市民出資型による太陽光発電設備と蓄電池の導入
（たんたんエナジー発電合同会社／京都府福知山市）

383④ バイオマスボイラーによるエネルギーコスト、もみがら処理費用の削減と資源の地域内循環
（もみがらエネルギー株式会社）

本活用事例集に掲載されているエネルギーコスト削減額、投資回収年数、CO2削減量、CO2削減コストは、令和4年度エネルギー対策特別会計補助事業検証評価委託事業
において試算した値である


